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他制度の開示例（セグメント情報） 
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１，公益法人（平成20年会計基準） 

会計区分ごとの内訳表 貸借対照表：あり   

正味財産増減計算書：あり 

※公益目的事業会計、収益事業等会計、法人会計の３つに区分する。 

※貸借対照表の内訳表は、収益事業等から生じた収益のうち 50％を超えて公益

目的事業財産に繰り入れる法人に限り作成する。なお、「新しい時代の公益法人

制度の在り方に関する有識者会議 最終報告（令和5年6月2日））において、

将来的には全ての公益法人に、貸借対照表の会計区分ごとの内訳表作成を義務

付ける方向性が示されている。 

事業区分ごとの内訳表 貸借対照表：なし 

正味財産増減計算書：あり 

※事業の内容、設備・人員、市場等により、会計区分を更に区分する。 

※公益目的事業内の区分は、法人が事業の内容に即して集計単位を定めること

ができる。 

拠点区分ごとの内訳表 なし 

※支部を有する法人においては、支部の活動等を勘案して上記内訳表を作成す

るものとされている。 

内訳表の開示義務 あり 

（参考）公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第19条、公益社団法人及び公益財

団法人の認定等に関する法律施行規則第30条第6項、公益認定等ガイドライン Ⅰ－18 認定法第 

19 条関係＜収益事業等の区分経理＞、「公益法人会計基準」の運用指針 

 

（正味財産増減計算書の内訳表の様式）※「公益法人会計基準」の運用指針13 
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２．社会福祉法人 

会計区分ごとの内訳表 貸借対照表：あり 

事業活動計算書：あり 

資金収支計算書：あり 

※会計の区分として、事業区分及び拠点区分を設けなければならない。（社会福

祉法人会計基準第10条第1項） 

※拠点区分には、サービス区分（社会福祉法人がその行う事業の内容に応じて

設ける区分をいう。）を設けなければならない。（社会福祉法人会計基準第10条

第2項） 

事業区分ごとの内訳表 貸借対照表：あり 

事業活動計算書：あり 

資金収支計算書：あり 

拠点区分ごとの内訳表 貸借対照表：あり 

事業活動計算書：あり 

資金収支計算書：あり 

内訳表の開示義務 あり 

（参考）社会福祉法45条の27、社会福祉法人会計基準 

 

（事業活動計算書の内訳表の様式）※社会福祉法人会計基準 

～以下省略～ 
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～以下省略～ 
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３．国立大学法人 

開示すべき一定のセグ

メント情報 

(1)学部・研究科 

(2)附属病院 

(3)共同利用・共同研究拠点 

(4)附属学校 

(5)産業競争力強化法第２１条の規定に基づき国立大学法人等が行う出資事業 

※附属病院、共同利用・共同研究拠点は、各拠点ごとに開示する必要があるが、 

附属学校は、複数の学校がある場合、それらを一括して「附属学校セグメント」

とすることも差し支えない。 

※２以上の国立大学を設置する国立大学法人においては、原則として大学ごと

に、上記セグメント区分を設けて開示する。 

セグメントごとの表示

内容 

※当該セグメントにおいて行われる一切の活動に係る損益及び帰属資産につい

て表示する。 

（参考）「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」報告書（平成 15 年 3 月 5

日（令和4年 2月 10 日改訂） 国立大学法人会計基準等検討会）、「国立大学法人会計基準」及び

「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針（平成15年7月10日（令和5年4月13日最終

改訂） 文部科学省・日本公認会計士協会） 

 

（開示すべきセグメント情報 様式）※「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準

注解」に関する実務指針 
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４．株式会社 

開示すべきセグメント

情報 

（会社計算規則） 

なし 

（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則） 

※第8条の29より要約 

１ 企業を構成する一定の単位（「報告セグメント」という。）に関する情報に

ついて、以下を注記する。 

一 報告セグメントの概要 

二 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目

の金額及びこれらの金額の算定方法 

三 前号に掲げる金額の項目ごとの合計額と当該項目に相当する科目ごとの

貸借対照表計上額又は損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容 

２ 報告セグメントに関連する情報については、次に掲げる事項を注記する。 

一 製品及びサービスごとの情報 

二 地域ごとの情報 

三 主要な顧客ごとの情報 

（参考）財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第8条の29 

 

（セグメント情報の様式）※財務諸表等規則 第二号 
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